













Joint Custody by Parents after Divorce




 In Japan, one of the parents exercises parental authority after divorce (§818III, §819 Civil Code). But 
many Western countries practice joint custody after divorce. Influenced by these countries, some groups in 
Japan are initiating actions to achieve joint custody. Recently, discussions on reforming legislation have 
increased. I have selected Germany as a main object of comparison and analyzed precedents after reform 
in 1997. The purpose of this study is to observe, by analyzing the case law of Germany, the criteria for 
exercising joint custody. I have dealt with the following points in this part : 3) tolerance of the relationship 
between the child and the other parent, 4) support towards the development of the child, 5) continuity of 
the living environment (status quo) of the child, and 6) the child’s will. I have also examined “the change 
model”, in which the child changes his/her abode between parents periodically. Finally, taking into 
account the results of the study, this paper goes on to consider what types of joint parenting are desirable 
and possible in Japan. 
キーワード：離婚法、子の福祉、共同監護の許否基準、ドイツ民法1671条
Keywords : divorce law, welfare of the child, criteria to exercise joint custody, article 1671 of the German 
Civil Code







































としての）適格性の 1 つと捉えていると思われる。 1 ）で扱った親としての適格性では、あくまで
102）	訳出に際しては、ドイツ家族法研究会編「親としての配慮・補佐・後見（ 3 ）―ドイツ家族法注解―」民商法雑誌144巻 1 号（2011）
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持し発展させていく姿勢が見られる点で優位が認められたためである。それに対し、母が主たる請
求として単独監護を、従たる請求として居所指定権の委譲を求めて抗告した。









　 1 つ目は、前掲【51】決定である。婚姻関係にない父母は、娘をもうけ、2007年 4 月19日に基づ





娘の監護は結局、2009年 5 月 7 日の区裁判所決定で母に委ねられることとなった。これに対し、同
年 5 月13日になされた父の単独監護を求める抗告を扱ったものが本件である。




































































4 ）子の発達の促進（Förderung des Kindes）
　これまで取り上げた 1 ）～ 3 ）の要素では、 1 ）は父母それぞれの適格性、 2 ）、 3 ）は父母間の協
力・連携可能性を問題としている。これに対し、以下の 4 ）～ 6 ）で見る判断基準はいずれも、子
の側に立って見たものである。
　前掲【56】決定は、次のような事案であった。離婚後、娘は母のもとで暮らしていたが、2000年












































　この点について、前掲【17】決定が一例を示している。父母は1995年 6 月 7 日に婚姻したが、1995





110）	ハム上級地方裁判所1998年 9 月 2 日決定（FamRZ	1999,	S.	320f.）【61】。









がある A 地域とは別の B 地域で弁護士として独立開業し、平日はそこで暮らしていた。2000年夏に
は娘を連れて弁護士事務所のある B 地域へ転居した。その間に子は B 地域のシュタイナー学校（小
中高一貫教育の学校の一種）に入学している。その後も母の多忙時は父が娘の面倒を見ている状態



































































115）	ハム上級地方裁判所1993年 6 月15日決定（FamRZ	1994,	S. 918ff.）【64】が採った見解であり、近年でも、前掲【62】決定等が引
用している。
116）	FamRZ	2008,	S.	935.
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子の感情的結びつきは、 6 ）子の意思において表れるので後述する。それ以外には、兄弟姉妹との
結びつき（Geschwisterbindung）が特に重視されている。












































































120）	FamRZ	2005,	S.	52f.	ブランデンブルク上級地方裁判所2008年 3 月19日決定（FamRZ	2008,	S.	1472ff.）【70】においても、3 つ子と、
親の一方を同じくする姉との関係が良好であることは認められているものの、その結びつきは重視されていない。
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6 ）子の意思（Wille des Kindes）
　BGB1671条 2 項 1 号が定めるように、一方の親への監護委譲に他方の親が同意するときは、さら
に14歳以上の子に対する意見聴取が行われ、委譲に反対していないか確認される。これに対して、






























































140）	ベルリン上級地方裁判所2000年 5 月30日決定（FamRZ	2000,	S.	1606f.）【90】、ベルリン上級地方裁判所2005年 7 月 1 日決定
（FamRZ	2005,	S.	1768ff.）【91】も、PAS を理由に子の意思の重要性を認めていない。
































































子の意思について裁判所が判断を下す際には、 1 ）～ 6 ）の要素の中でも最も慎重な判断が必要とさ
れると言えよう。
（ 3 ）　交替モデル（Wechselmodell）






















































　前掲【92】決定は、結論として居所指定権を委譲している。 4 歳と 6 歳の子について、別居後、























































































































































































































































































































　 3 ．（ 2 ）の判例分析からは、ドイツでは共同監護廃止の申立てがなされた場合でも、身上共同監
護は不可能であっても法的共同監護は存続しうるとの判断が行われることが多いということがわか
った。交替モデルは、 3 ．（ 3 ）で見たように、複数の条件が整わないと厳しいようである。また、
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172）	この 3 案に対する考察としては、山口亮子「〈特集〉家族法改正研究会第 2 回シンポジウム	Ⅳ共同親権・面会交流」戸籍時報673
号（2011）21頁－27頁、梶村太市「家族法の改正をめぐる諸問題」戸籍時報675号（2011）42－51頁がある。
173）	水野紀子「〈特集〉家族法改正―婚姻・親子法を中心に」ジュリスト1384号（2009）58頁以下、中田裕康編『家族法改正　婚姻・




































〔付記〕　本稿は、平成21年度 EU インスティテュート関西（EUIJ 関西）研究調査旅行助成および平成23年
度科学研究費補助金（特別研究員奨励費：課題番号11J03851）による研究成果の一部である。
176）	梶村・前掲注172）。
